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経緯

福岡市の陥没事故
（出典：福岡市ウェブサイト）

【地質・地盤に関する事故等の発生】
平成28年11月8日 福岡市地下鉄七隈線延伸工事現場におけ
る道路陥没事故等、地質・地盤に関する事故の発生。
「福岡市地下鉄七隈線延伸工事現場における道路陥没に関する検討委員
会」（委員長：西村和夫 首都大学東京教授、事務局：土木研究所）

【答申】
事故等を受け、「地下空間の利活用に
関する安全技術の確立について」（平成
２９年９月 社会資本整備審議会・交通
政策審議会）を答申
「地下空間の利活用に関する安全技術の確立
に関する小委員会」（委員長：大西有三 関西
大学客員教授（当時））。

答申の中の「計画・設計・施工・維持管
理の各段階における地盤リスクアセスメ
ントの実施」等の具体的な方法の検討の
ため、平成31年3月より「土木事業におけ
る地質・地盤リスクマネジメント検討委員
会」を実施し、ガイドラインを作成
（委員長：大西有三 京都大学名誉教授、事務
局：本省技術調査課・（国研）土木研究所）

【答申後の対応】
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検討委員会の構成

メンバーは、地質・地盤・リスクマネジメント等に関する学識者のほか、主要な関係学会（土木学会、
地盤工学会、日本応用地質学会、地質リスク学会等）および主要な関係業界（日建連、建コン協、全
地連等）より推薦を受けて構成

委員長 大西 有三 京都大学 名誉教授
委員 野口 和彦 横浜国立大学 リスク共生社会創造センター センター長
委員 西村 和夫 首都大学東京 理事・学長特任補佐 [土木学会]
委員 大津 宏康 京都大学 工学研究科 教授 [土木学会]
委員 古関 潤一 東京大学 工学系研究科 教授 [地盤工学会]
委員 渡邊 法美 高知工科大学 経済・マネジメント学群長 [地質リスク学会]
委員 佐々木靖人 （国研）土木研究所 地質研究監 （幹事を兼任）
幹事 砂金 伸治 首都大学 東京都市環境学部 教授 [土木学会]
幹事 清木 隆文 宇都宮大学 地域デザイン科学部 准教授 [土木学会]
幹事 高橋 章浩 東京工業大学 環境・社会理工学院 土木・環境工学系 教授 [地盤工学会]
幹事 川越 健 （公財）鉄道総合技術研究所 防災技術研究部 地質研究室長 [日本応用地質学会]
幹事 渡辺 寛 （株）日さく 東日本支社長[全国地質調査業協会連合会]
幹事 井根 健 （株）ニュージェック 水工グループ 参与 技師長 [建設コンサルタンツ協会]
幹事 笹倉 剛 鹿島建設（株）土木管理本部土木技術部 担当部長 [日本建設業連合会]
幹事 野坂 周子 国土交通省 大臣官房 技術調査課 環境安全・地理空間情報技術調整官
幹事 辻野 雅也 近畿地方整備局 企画部 技術管理課 課長補佐
幹事 植田 彰 国土技術政策総合研究所 社会資本マネジメント研究センター 国土防災研究官
幹事 金子 正洋 （国研）土木研究所地質・地盤研究グループ長
幹事 浅井 健一 （国研）土木研究所地質・地盤研究グループ 上席研究員（特命事項担当）
幹事 阿南 修司 （国研）土木研究所地質・地盤研究グループ 上席研究員（地質）
幹事 佐々木哲也 （国研）土木研究所地質・地盤研究グループ 上席研究員（土質・振動）
幹事 宮武 裕昭 （国研）土木研究所地質・地盤研究グループ 上席研究員（施工技術）
幹事 日下 敦 （国研）土木研究所道路技術研究グループ 上席研究員（トンネル）
幹事 桐山 孝晴 （国研）土木研究所構造物メンテナンス研究センター 耐震研究監

令和2年2月時点 順不同、敬称略、[ ]内は推薦頂いた学協会の名称
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–土木事業における地質・地盤リスクマネジメントの概
念及び基本的事項をとりまとめる

–地質・地盤リスクマネジメントを行う事業者及びこれに
参画する関係者それぞれが担うべき役割・機能や連
携のありかたについてとりまとめる

–地質・地盤リスクマネジメントの導入及び実施に当た
っての手順、手法の考え方をとりまとめる

–地質・地盤リスクマネジメントを運用するに当たっての
留意事項をとりまとめる

とりまとめにあたってはISO 31000（リスクマネジメント－
指針）の概念を参考に、土木事業に応じたものとする

4

ガイドラインの作成方針
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土木事業における地質・地盤リスクマネジメントのガイドライン
―関係者がONE-TEAMでリスクに対応するために―

令和２年３月30日に公表。各地整・関係団体に通知
https://www.pwri.go.jp/jpn/research/saisentan/tishitsu-jiban/iinkai-guide2020.html
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ガイドライン 目次

目次

本ガイドラインの基本的な考え方

１．本ガイドラインの目的

２．適用対象

３．用語の定義

４．地質・地盤リスクマネジメントの基本事項
4.1 地質・地盤リスクマネジメントの基本方針
4.2 地質・地盤リスクマネジメントの体制・組織
4.3 地質・地盤リスクマネジメントの進め方

５．地質・地盤リスクマネジメントの実施方法
5.1 一般
5.2 コミュニケーション及び協議
5.3 リスクマネジメントの計画
5.3.1 目的と対象の設定
5.3.2 体制の構築
5.3.3 計画の立案
5.4 リスクアセスメント
5.4.1 地質・地盤条件等の調査
5.4.2 リスク特定
5.4.3 リスク分析
5.4.4 リスク評価
5.5 リスク対応
5.6 モニタリング及びレビュー
5.7 リスクマネジメントの継続的な改善
5.8 記録作成及び報告

地質・地盤リスクマネジメント体系と技術の向上への取り組み

地質・地盤リスクマネジメントの基本的
な考え方、実施に当たっての留意点を
要約

地質・地盤リスクマネジメントの概念、体
制・組織や進め方の基本事項を解説

土木事業における地質・地盤リスクマネ
ジメントの実施内容、手順を例示

今後の課題、中長期的に検討が必要な
事項
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• 土木事業における地質・地盤の重要性
– 土木構造物のほとんどは、地質・地盤を基礎あるいは材料として利用

– 地質・地盤は一部の盛土・埋土を除き自然に形成されたものであり、
分布が複雑で性状も不均質であることが多い

– 地下の状態を直接確認することが難しいため、想定との乖離は避け
られない

• 地質・地盤の不確実性が事業に影響を及ぼす
– 地質・地盤の不確実性の取り扱いの失敗は、事業の効果と効率性を
損ない、事故や損害につながる場合もある

• 「地質・地盤リスク」 ガイドラインでの定義
– 当該事業の目的に対する地質・地盤に関わる不確実性の影響

– 計画や想定との乖離によって生じる影響

7

本ガイドラインのポイント

大きな
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• 事業費増の４割は地質・地盤に起因
–国土交通省の事業再評価

H26～R1の6年間で延べ1,585件（重複する事業を含む）
（道路、河川、ダム、砂防、海岸、港湾・空港、公園、営繕）
うち286件（18％）で工期延長

587件（37％）で事業費増（＝約５兆円）

8

地質・地盤の不確実性の影響（好ましくない結果）

想定より悪い

地質

24.2%

盛土材の

不良

15.6%

軟弱地盤

14.4%

斜面変動

13.1%

重金属

10.7%

想定より深い

支持層

8.8%

想定より硬い

地質

3.8%

地下水

3.5%

玉石等の

出現

2.4%

その他

3.5%

地質・地盤に

関する要因ごとの

増額の割合

（19,765億円増）

• 「重金属」「地下水」「斜面変動」「玉石等
の出現」は調査段階で「想定していな
かったもの」が多い

• 「軟弱地盤」「想定より深い支持層」は
設計段階で「分布の乖離」が明らかとな
ることが多い

• 「想定より悪い地質」「想定より硬い地
質」「盛土材の不良」は施工段階で「性
状の乖離」が明らかになることがが多い
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地質・地盤の不確実性

地質・地盤の状態に関する『情報』や『理解』が一部欠落して
いる状態

地質・地盤の不確実性には

• 地質・地盤の持つ不均一性、不規則性という自然的要因
– 調査の限界（情報の欠落あるいは不足）

• 自然的要因に対する対処の過程で発生する人為的要因
– 解釈の当たりはずれ（地質現象の理解の欠落あるいは不足？）

– 適切な調査が実施されない（理解・情報とも欠落することに）

– 地質調査結果の不適切な取り扱い（理解・情報が欠落してしまう）

事業に影響を及ぼす「地質・地盤の不確実性」
の取り扱いの失敗とは？

9

地質・地盤の不確実性とは？
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• 地質・地盤に起因する事業への影響が生じた事例
地質リスク学会・全地連の地質リスクマネジメント事例研究発表会で報告されたもの

– 75事例の原因となった要素を区分
• 自然的要因は２割、８割は人為的な要因に関連
⇒地質・地盤の不確実性を適切に取り扱うことが重要

10

事業に影響が生じた地質・地盤リスクの要因

 

予測・把握が

難しい地質

20.0%

事業遂行上

の問題 2.7%

地質に対する

知識不足 4.0%

情報共有・伝達

の不備 6.7%

地質調査の

質・量の不足

26.7%

解釈・工学的

判断の誤り

40.0%

原因となった要素 要素の細区分 件数

発生場の予測が困難な要因 2

発生時期の予測が困難な要因 10

不均質性・不規則性が著しい地質 3

地形に関するリスクの見逃し 11

地質構造・地質特性に関するリスクの見逃し 10

地盤物性の調査不足や評価不足 1

地形に関するリスクの見誤り 3

地質構造に関するリスクの見誤り 3

リスクの兆候（事象）の見誤り 2

地盤条件に不適な設計 1

不適切な施工の実施 2

地質調査未実施 7

調査計画の不適合 10

地形図の精度不足 3

情報共有・伝達の不備 6.7% リスクに関する情報共有・伝達の不備 5

事業遂行上の問題 2.7% コスト・スケジュールを優先 2

予測・把握が難しい地質
20.0%

解釈・工学的判断の誤り
40.0%

地質に対する知識不足
4.0%

地質調査の質・量の不足
26.7%
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• 地質・地盤調査によって得られる情報は限定的であり、特に
設計や施工の前に行いうる調査には限界

• 計画、設計、施工、維持管理と事業が進むにつれて段階的
に得られる情報が増大

• 事業の各段階で地質・地盤に関する情報を得る努力をする
ことは当然であるが、同時に地質・地盤の不確実性を理解し
、その変化に対応しながら、適切に取り扱うことが重要

11

地質・地盤の不確実性の性質として

地質・地盤リスクマネジメント
「地質・地盤の不確実性」を適切に取り扱い、事故やトラブ
ルを最小化して、安全かつ効率的に事業を進めるための仕
組み
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地質・地盤リスクマネジメントでやるべきことは？

関係者それぞれが地質・地盤の不確実性を“見える化”し、
地質・地盤リスクに関する情報を共有

経験・知識のある専門技術者を参画させたリスクマネジメント
体制を構築し、強く連携して活動

関係者全員が
ONE-TEAM

で、強く連携しな
がら

リスクに対処

リスクの情報を確実に次の段階に引き
継ぎ、適切な時期に対応を検討

多面的視点によってリスクアセスメント，
リスク対応の検討を実施

事業の早期から様々な段階・階層で、
運用を見直しながら継続的に実施

地質・地盤の不確実性は，事業に大きな影響
トラブルの8割は不確実性の取り扱いが要因
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• 適切な体制の構築
– 経験・知識のある専門技術者を参画させた体制
（地質・地盤だけでなく、事業の進め方に関する専門家）

• すべての関係者間の連携
– 一方通行ではなく、双方向のコミュニケーション
– 多面的視点によるスクアセスメント，リスク対応の検討

• リスクマネジメントの不断な実施
– 事業の早期から様々な段階・階層で、運用を見直しながら
継続的に実施

– リスクの情報を確実に次の段階に引き継ぎ、適切な時期
に対応を検討

13

地質・地盤リスクマネジメントでやるべきことは？
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• リスクに関する技術的な観点とともに経営の観点が重要

• 事業の全体効率化のための原則
個々のリスクに最も適切に対応できるものが当該リスクを
分担する

• 必要に応じて専門家の参画を図る（地質・地盤技術者だけで
なく、事業の進め方に関する専門家も含む）

• 様々な形態
内部の組織体制変更、外部への業務委託、有識者の助言、
技術委員会等

どのような専門家を

どのような体制で参画させるかは
事業者の責任

14

適切な体制の構築
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地質・地盤リスクマネジメント関係者の例

関係者 役割

事業者
事業の実施、地質調査等の計画・管理、リスク対
応の実施にあたっての意思決定を行う者

地質・地盤リスク
マネージャ

事業者の中で地質・地盤リスクマネジメント全体
を統括する責任者

地質・地盤リスク
サブマネージャ

地質・地盤リスクマネージャが行うリスクマネジ
メントの運用を補佐する者

地質･地盤リスク
アドバイザ

専門的な立場で地質･地盤リスクマネージャやリ
スクマネジメントの運用を支援する専門技術者

地質・地盤技術者 地質・地盤に関わる調査・解析を行う者

設計技術者 構造物等の設計を行う者

施工技術者 設計資料を基に構造物等の施工を行う者

点検技術者 構造物の維持管理における点検を行う者
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地質・地盤リスクマネジメント体制の例

経験・知識のある専門技術者の参画
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• ONE-TEAM体制の構築
–すべての関係者間での密接な連携の下に不確実性
に対応

–情報の共有に当たっては、
• 確定した情報のみならず、わからないこと、不確かさも共有
• 結果・結論だけではなく、その前提、限界、判断根拠等の“
情報に関する情報”も共有

–関係者は分担する役割を果たすだけではなく、他の
関係者の役割にも配慮し、協力することで、より大き
な効果を得ることが出来る

–複数の領域にまたがる構成メンバーによって、重層的
かつ多面的な検討を行うことが重要

17

すべての関係者間の連携
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連携における情報共有・伝達

地質・地盤
技術者

設計技術者

施工技術者点検技術者

地質・地盤
リスク

マネージャ

地質・地盤
リスク

アドバイザ

地質・地盤
リスクサブ
マネージャ

事業者

：情報の伝達 ：情報の伝達・協議

報告

協議

情報共有

全体の情報共有は、
コミュニケーション
及び協議による

双方向のコミュニケーション・多面的視点
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• 事業を通じて計画的かつ段階的に低減させる
＝リスクマネジメント

–事業の初期にあらゆる不確実性を低減させる必要はない
→リスク要因や事業の特性に応じたリスク対応のタイミング

→事業全体を通じたリスクの取り扱いの方針・計画

• リスクをとりまく状況やリスク自体も事業の進捗に応じ
て、変化する

–体制の見直し、プロセスの見直しを随時行う
–先送りにすることも対応の一つ＝いま判断できる状態か？
– リスクの情報を次の段階にもれなく引き継ぐことが重要

19

リスクマネジメントの不断な実施
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①コミュニケーション及び協議

②リスクマネジメントの計画

③リスクアセスメント

④リスク対応

⑤リスクマネジメントの継続的な改善

20

リスクマネジメントのプロセス

 

③リスクアセスメント

⑤
リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
継
続
的
な
改
善

①
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
お
よ
び
協
議

記
録
作
成
及
び
報
告

②リスクマネジメントの計画

地質・地盤条件等の調査

④リスク対応

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
及
び
レ
ビ
ュ
ー

目的と対象の設定

体制の構築

計画の立案

リスク特定

リスク分析

リスク評価

事業の各段階、様々な階層で継続的に実施
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地質・地盤リスクを意識した業務フローイメージ

・地質調査結果を踏まえ
た設計

・設計を踏まえた施工
・観察・計測による検証
・追加調査の実施
・実施設計修正

維持管理の方法

・残存リスク①への対応

－追加調査等の実施・
結果の反映

－残存リスク①に配慮
した設計提案（施工
時の追加調査提案、
冗長性のある構造提
案）

・設計で対応できなかっ
た地質・地盤リスクの
列挙（残存リスク②）

・残存リスク②への対応
方針（施工・供用時の
追加調査、設計変更
の条件等の提案、施
工法、維持管理方法
の提案）

・施工で対応できなかっ
た地質・地盤リスクの
列挙（残存リスク③）

・残存リスク③への対応
方針（維持管理時の
留意点、モニタリング
手法の提案）

・残存リスク②への対応

－追加調査等の実施・
結果の反映

－残存リスク②に配慮
した施工方法の提案

－補助工法の提案

－観察・計測方法の提
案

－観察・計測結果によ
る設計の検証

《設計》 《施工》

・ボーリング等の結果
・土質試験等の結果

地質調査成果

・調査で確定できなかっ
た地質・地盤リスクの
列挙（残存リスク①）

・残存リスク①への対応
方針（追加調査の提案
《どの段階でどんな調
査をするか》等）

・試験結果を踏まえた評
価考察結果
・最も確率の高い地質地
盤情報（柱状図等）

・上記考察の前提・限界

・調査、設計、施工を踏
まえた維持管理

・残存リスク②に対応し
た維持管理

・残存リスク③への対応
－モニタリング併用の
供用

－事前規制等

・供用段階で発生する
新たなリスク
－事故・災害等

従来の業務の流れ

地質・地盤リスクへの対応

維持管理業務
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• リスクマネジメントの導入・運用に関する既往の取り組み
– 「構想段階における計画策定プロセス」

– 「プロジェクトマネジメント」

– 「地質リスク低減のための調査・設計マニュアル（案）」

• 体制・組織、専門家の参画
– 「事業促進PPP」「プロジェクトマネジメント」
– 「地質技術顧問制度」「アドバイザー・コンサルタント制度」

• 関係者の連携、コミュニケーション及び協議
– 「地質技術者を参画させた合同現地踏査、三者会議」

• リスクアセスメントの手法
– 地質リスク調査検討業務

22

運用の参考となるもの

詳細については、
土研HPの「地質・地盤リスクマネジメントのガイドライン－参考資料」を参照ください
https://www.pwri.go.jp/jpn/research/saisentan/tishitsu-jiban/iinkai-guide2020.html
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九州地方整備局佐賀国道事務所 梶尾 辰史

『道路整備での軟弱地盤対策検討において
地質･地盤リスクマネジメントを取り入れた事例』

日本道路会議(2019年11月) 発表資料を抜粋・一部改変

リスクマネジメントの適用事例

広域図

有明海

佐賀県

有明海沿岸道路 延長約55km

大川佐賀道路

 

 

有明粘土層

中間砂層

沖積層と洪積層の境界

【佐賀】 【福岡】

東
与
賀
町

川
副
町

大川市

柳
川
市

大和町

高田町

大牟田市

大 川

市 

(現みやま市) 

蓮池層(下部) 

蓮池層(上部) 

有明粘土層

中間砂層

沖積層と洪積層の境界

【佐賀】 【福岡】

東
与
賀
町

川
副
町

大川市

柳
川
市

大和町

高田町

大牟田市

有明粘土層

中間砂層

沖積層と洪積層の境界

【佐賀】 【福岡】

東
与
賀
町

川
副
町

大川市

柳
川
市

大和町

高田町

大牟田市

 

（佐賀側） 

 

（福岡側） 

有明粘土層

中間砂層

沖積層と洪積層の境界

【佐賀】 【福岡】

東
与
賀
町

川
副
町

大川市

柳
川
市

大和町

高田町

大牟田市

図-1  有明海沿岸道路の地質縦断の概要 

 軟弱地盤地帯での道路整備上の課題
• 十分な地質調査ができない
• 地質･地盤条件の把握に限界
⇒ 設計変更、事業の中断、事業費の増加

 地質･地盤リスクマネジメントの検討
実務者向けの技術資料
実行性のあるツール（実務者が活用可能）

23
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横断構造物部
(Box，橋梁部)
一般盛土部との沈下量の
差により段差の発生

盛土材の不均一
盛土材の不均質さにより
強度，沈下量の変化

埋設管 施工時の圧密沈下によ
る沈下・変形

建築物
家屋の沈下･
傾斜の発生

水田の変状
施工による農地の
沈下・変形

地下水利用
施工時に地下
水環境への影
響

中間砂層の分布
地震時の液状化発生

旧クリーク部
有機物の影響で改
良体の強度発現不
足，すべり破壊発
生

路面のクラック，段差
改良杭下の軟弱層厚の違
いでのクラック発生

支持層の不陸
フローティング施工に
おける管理困難

軟弱な洪積粘土層
改良体着底の際の洪積
粘土層の圧密沈下

沖積粘性層

洪積砂質土層

洪積粘性土層

９つの要素の重ね合わせによる不確実性（リスク）の抽出 ①治水地形分類図，

②LPデータ， ③自然条件･外的要因， ④地質縦断図， ⑤土地利用， ⑥旧地形図･

旧クリーク分布， ⑦井戸分布･利用状況， ⑧地質調査の実績， ⑨道路計画

事例 地質･地盤の不確実性(リスク)の特定
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(1) 地質･地盤の不確実性を踏まえ「大川佐賀道路
軟弱地盤対策 設計施工運用指針(案)」の作成

1. はじめに

（目的、適用範囲、道路全体計画と
制約条件、地質･地盤の不確実性）

2. 設計水準
3. 設計･検討手法
4. 軟弱地盤対策工法の選定
5. 施工管理･品質管理
6. 環境
7. 維持管理

⇒ ・実務者向けの技術資料

・設計･施工･維持管理に
おける留意点等

事例 地質･地盤の不確実性(リスク)の対応検討
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・・・

・・・

軟弱層によるすべり安
定性

改良体の固化不良
土質の不均質性、不
整合

地震時の液状化 ・・・

対応内容
サンプリング試料のせ
ん断強度試験の実施

物理特性（有機物混
入量含む）の把握

旧河道部と河道外の

調査による土質構成
の把握

液状化判定等による
検討

各粘土層で一軸試験実

施。層厚の厚いaAc2層

は深度方向に複数試料

で実施。

治水地形分類図では旧

河道ではない。ボーリン

グ結果においても周辺と

の土質の違いは認めら

れない。

強熱減量試験は未実

施。

礫が混入していたため

サンプリング出来ず室

内試験は未実施。液状

化判定は簡易式で実

施。

対応内容
安定計算等による対
策工の要否、比較検

討

解析等による必要改
良強度の把握

一般部と土質状況が
異なる場合は追加検

討（安定性、沈下等）

一般部と土質状況が
異なる場合は追加検

討（地震時の検討）

測点○○で実施。道路

土工（H24)に準じ実施。

比較検討により地盤改

良選定。

計算上の必要改良強度

はqu=500(kN/m2)。

代表地点での試験の

み。地質変化点での試

験が必要。

旧河道の特性が認めら

れないため周辺と同様

の対策工。必要に応じて

施工前に簡易調査で

チェック

旧河道の特性が認めら

れないため周辺と同様

の対策工。必要に応じて

施工前に簡易調査で

チェック

対応内容
動態観測による安定

管理

配合試験による改良
材、配合量の決定。改

良体の品質管理。

対策工の出来形、品

質管理
-

測点○○の一般盛土部

で実施。問題なく盛土完

了。

配合試験で配合量決

定。100（kg/m3）。施工

後のチェックボーリング

で深度方向に強度を確

認。

問題なし

施工後の沈下計測が必

要。

対応内容
路面や法面のクラッ

ク、変状の監視
盛土の変状の点検 －

大規模地震後の盛土

点検

旧河道に当たらないた

めとくに点検は実施して

いない。通常の巡視の

み。

すべりに関する監視は

実施していない。通常の

巡視で対応。

定点観測は未実施。固

化体の維持・管理方法

未検討。

地形条件

旧河道

施
工

段
階

対応状況
（上段：実施事項等）

（下段：未実施の内容、理
由、留意事項、フィードバッ

クの必要性等）

不確実性

後背湿地

維
持

・
管

理
段

階

対応状況
（上段：実施事項等）

（下段：未実施の内容、理
由、留意事項、フィードバッ

クの必要性等）

・・・

・・・

・・・

調
査

段
階

対応状況

（上段：実施事項等）
（下段：未実施の内容、理

由、留意事項、フィードバッ

クの必要性等）

設
計

段
階

対応状況
（上段：実施事項等）

（下段：未実施の内容、理
由、留意事項、フィードバッ

クの必要性等）

黒文字：対応済み

赤文字：未対応
青文字：注意､申し送り

表-2  地質・地盤の不確実性の引継帳票(案)抜粋 

 

 

・・・
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整合

地震時の液状化 ・・・

対応内容
サンプリング試料のせ
ん断強度試験の実施

物理特性（有機物混
入量含む）の把握

旧河道部と河道外の

調査による土質構成
の把握

液状化判定等による
検討

各粘土層で一軸試験実

施。層厚の厚いaAc2層

は深度方向に複数試料

で実施。

治水地形分類図では旧

河道ではない。ボーリン

グ結果においても周辺と

の土質の違いは認めら

れない。

強熱減量試験は未実

施。

礫が混入していたため

サンプリング出来ず室

内試験は未実施。液状

化判定は簡易式で実

施。

対応内容
安定計算等による対
策工の要否、比較検

討

解析等による必要改
良強度の把握

一般部と土質状況が
異なる場合は追加検

討（安定性、沈下等）

一般部と土質状況が
異なる場合は追加検

討（地震時の検討）

測点○○で実施。道路

土工（H24)に準じ実施。

比較検討により地盤改

良選定。

計算上の必要改良強度

はqu=500(kN/m2)。

代表地点での試験の

み。地質変化点での試

験が必要。

旧河道の特性が認めら

れないため周辺と同様

の対策工。必要に応じて

施工前に簡易調査で

チェック

旧河道の特性が認めら

れないため周辺と同様

の対策工。必要に応じて

施工前に簡易調査で

チェック

対応内容
動態観測による安定

管理

配合試験による改良
材、配合量の決定。改

良体の品質管理。

対策工の出来形、品

質管理
-

測点○○の一般盛土部

で実施。問題なく盛土完

了。

配合試験で配合量決

定。100（kg/m3）。施工

後のチェックボーリング

で深度方向に強度を確

認。

問題なし

施工後の沈下計測が必

要。

対応内容
路面や法面のクラッ

ク、変状の監視
盛土の変状の点検 －

大規模地震後の盛土

点検

旧河道に当たらないた

めとくに点検は実施して

いない。通常の巡視の

み。

すべりに関する監視は

実施していない。通常の

巡視で対応。

定点観測は未実施。固

化体の維持・管理方法

未検討。

地形条件

旧河道

施
工

段
階

対応状況
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（下段：未実施の内容、理
由、留意事項、フィードバッ
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維
持

・
管
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段

階
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由、留意事項、フィードバッ
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・・・

調
査

段
階

対応状況

（上段：実施事項等）
（下段：未実施の内容、理

由、留意事項、フィードバッ
クの必要性等）

設
計

段
階

対応状況
（上段：実施事項等）

（下段：未実施の内容、理
由、留意事項、フィードバッ
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黒文字：対応済み

赤文字：未対応
青文字：注意､申し送り

表-2  地質・地盤の不確実性の引継帳票(案)抜粋 

 

解析の改良強度の
定数設定について

代表値を使用。地質条
件の変化箇所で地質調
査、設計見直しが必要。

(2) 地質･地盤リスクマネジメントの引継帳票(案) 

・・・

・・・

軟弱層によるすべり安

定性
改良体の固化不良

土質の不均質性、不

整合
地震時の液状化 ・・・

対応内容
サンプリング試料のせ

ん断強度試験の実施

物理特性（有機物混

入量含む）の把握

旧河道部と河道外の

調査による土質構成

の把握

液状化判定等による

検討

各粘土層で一軸試験実

施。層厚の厚いaAc2層

は深度方向に複数試料

で実施。

治水地形分類図では旧

河道ではない。ボーリン

グ結果においても周辺と

の土質の違いは認めら

れない。

強熱減量試験は未実

施。

礫が混入していたため

サンプリング出来ず室

内試験は未実施。液状

化判定は簡易式で実

施。

対応内容

安定計算等による対

策工の要否、比較検

討

解析等による必要改

良強度の把握

一般部と土質状況が

異なる場合は追加検

討（安定性、沈下等）

一般部と土質状況が

異なる場合は追加検

討（地震時の検討）

測点○○で実施。道路

土工（H24)に準じ実施。

比較検討により地盤改

良選定。

計算上の必要改良強度

はqu=500(kN/m2)。

代表地点での試験の

み。地質変化点での試

験が必要。

旧河道の特性が認めら

れないため周辺と同様

の対策工。必要に応じて

施工前に簡易調査で

チェック

旧河道の特性が認めら

れないため周辺と同様

の対策工。必要に応じて

施工前に簡易調査で

チェック

対応内容
動態観測による安定

管理

配合試験による改良

材、配合量の決定。改

良体の品質管理。

対策工の出来形、品

質管理
-

測点○○の一般盛土部

で実施。問題なく盛土完

了。

配合試験で配合量決

定。100（kg/m3）。施工

後のチェックボーリング

で深度方向に強度を確

認。

問題なし

施工後の沈下計測が必

要。

対応内容
路面や法面のクラッ

ク、変状の監視
盛土の変状の点検 －

大規模地震後の盛土

点検

旧河道に当たらないた

めとくに点検は実施して

いない。通常の巡視の

み。

すべりに関する監視は

実施していない。通常の

巡視で対応。

定点観測は未実施。固

化体の維持・管理方法

未検討。

地形条件

旧河道

施

工

段

階

対応状況

（上段：実施事項等）

（下段：未実施の内容、理

由、留意事項、フィードバッ

クの必要性等）

不確実性

後背湿地

維

持

・

管

理

段

階

対応状況

（上段：実施事項等）

（下段：未実施の内容、理

由、留意事項、フィードバッ

クの必要性等）

・・・

・・・

・・・

調

査

段

階

対応状況

（上段：実施事項等）

（下段：未実施の内容、理

由、留意事項、フィードバッ

クの必要性等）

設

計

段

階

対応状況

（上段：実施事項等）

（下段：未実施の内容、理

由、留意事項、フィードバッ

クの必要性等）

黒文字：対応済み

赤文字：未対応
青文字：注意､申し送り

表-2  地質・地盤の不確実性の引継帳票(案)抜粋 

 

調査段階

設計段階

施工段階

維持管理段階

⇒不確実性の対応の漏れ防止

軟弱地盤対策の精度向上

確実な品質確保･品質向上

※特記仕様書等での指示を想定

事例 地質･地盤の不確実性(リスク)の対応検討
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(3) 軟弱地盤対策の標準横断図の改良(案)

 

図-6  軟弱地盤対策工の標準横断図の改良(案) 

設計段階の条件等を追加
・現場条件、採用ボーリング
・設計条件、想定沈下量 等

⇒ 確実な施工、適切な品質管理

不具合時の評価、原因究明 等

地質･地盤の不確実性(リスク)の対応検討
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(１) 平面形状と地すべり深度の関係

地質･地盤の不確実性(リスク)の幅の評価例

ブロック幅W 長さ(L)

比
高(H

)

深
さ(D

)

ブロック幅W 長さ(L)

比
高(H

)

深
さ(D

)

平面図などから読み取れる情報から深度を推定
・幅と深さの関係
・長さと深さの関係 等

日本応用地質学会（投稿中）
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(２) ボーリングデータ用いた地質境界面の推定

地質･地盤の不確実性(リスク)の幅の評価例

境界面推定方法の違い
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• 地質・地盤リスクマネジメントとは・・・

– 今までもやってきたであろう地質・地盤リスクの取り扱いを、形式知と
して体系的に取り扱うもの

• ガイドラインでは地質・地盤リスクを意識して事業を進めるための組織・体
制やプロセスについて、実施のための手順を例示

– 既存の手順や取り組みを上手に活用して、導入・運用することが重要

• 地質・地盤リスクマネジメントでできることとは？
– 問題解決の手段にとどまらず、事業の効率化、生産性の向上

– 必ずしもコスト削減に直結するものではないが、
手戻りや問題を修正するためのコストや工期は縮減できる

• 地質・地盤リスクマネジメントの課題
– 事業の種別や段階、地質・地盤条件に応じた技術的手法は開発途上

– マネジメントを担う人材の確保、育成も必要

まずは地質・地盤リスクを我がこととして認識することから

30

おわりに


